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平成 14年 9月期    決算短信（連結） 平成 14 年 11 月 20日 

 
上 場 会 社 名        浜松ホトニクス株式会社 上 場 取 引 所  東京 
コ ー ド 番 号         6965 本社所在都道府県 静岡県 
   (URL  http://www.hpk.co.jp/Jpn/annualr/annual.htm) 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 晝馬輝夫 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理部長 氏名 鈴木志明 ＴＥＬ(053) 452-2141 
決算取締役会開催日 平成 14 年 11月 20日 
米国会計基準採用の有無 無 
 
１． 14年 9月期の連結業績（平成 13年 10月 1日～平成 14年 9月 30日） 
(1)連結経営成績           （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高      営業利益  経常利益  

 
14年 9月期 
13年 9月期 

百万円       ％ 
60,656   △ 3.1 
62,619     21.5 

百万円       ％ 
5,876   △32.6 
 8,722     46.8 

百万円       ％ 
6,251   △29.7 
 8,887     51.2 

 
 

当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

潜在株式調整後  
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
14年 9月期 
13年 9月期 

百万円      ％ 
2,976  △15.1 
3,506   123.5 

 円 銭 
44  07 
52  39 

 円 銭 
40  65 
47  73 

％ 
6.0 
7.6 

％ 
5.5 
8.8 

％ 
10.3 
14.2 

(注)①持分法投資損益     14年 9月期 27百万円    13年 9月期 29百万円 
    ②期中平均株式数（連結） 14年 9月期 67,550,864株    13年 9月期 66,925,007株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

14年 9月期 
13年 9月期 

百万円 

114,919 
114,131 

百万円 

50,763 
48,102 

％ 

44.2 
42.1 

円  銭 

750   61 
713   23 

(注)期末発行済株式数（連結）  14年 9月期 67,628,830株    13年 9月期 67,443,082株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 

14年 9月期 
13年 9月期 

百万円 

10,264 
7,415 

百万円 

△8,967 
△14,827 

百万円 

△2,675 
18,473 

百万円 

23,386 
24,682 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数  17 社  持分法適用非連結子会社数   0 社  持分法適用関連会社数  4 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   0 社 (除外)  0 社    持分法 (新規)  0 社 (除外)  1 社 
 
２．15年 9月期の連結業績予想（平成 14年 10月 1日～平成 15年 9月 30日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
中間期 
通  期 

百万円 
32,400 
67,800 

百万円 
3,200 
7,200 

百万円 
1,700 
4,000 

(参考)1株当たり予想当期純利益（通期）  59円 15銭 
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１．企業集団の状況 

 

 当社グループは、浜松ホトニクス株式会社（当社）、子会社１８社及び関連会社５社で構成されており、光

電子増倍管、イメージ機器及び光源、光半導体素子、画像処理・計測装置等の光関連製品の製造、販売を主

な事業とし、かつ、これらに付帯する事業を営んでおります。 

 当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

（１）光電子部品事業 

  ａ．光電子増倍管、イメージ機器及び光源 

当社が製造販売すると共に、子会社のハママツ・コーポレーション、ハママツ・ホトニクス・ド

イチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー、ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・

エル他海外子会社を通じ販売しております。また、当社は、光電子増倍管につきましては、国内

子会社の高丘電子㈱、浜松電子プレス㈱、海外子会社の北京浜松光子技術有限公司より原材料ま

たは加工部品を仕入れており、光源につきましては、国内子会社の㈱光素より原材料または加工

部品を仕入れております。 

  ｂ．光半導体素子 

当社が製造販売すると共に、子会社のハママツ・コーポレーション、ハママツ・ホトニクス・ド

イチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー、ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・

エル他海外子会社を通じ販売しております。また、当社は、国内関連会社の浜松光電㈱より原材

料または加工部品を仕入れております。 

（２）計測機器事業 

    画像処理・計測装置 

当社が製造販売すると共に、子会社のハママツ・コーポレーション、ハママツ・ホトニクス・ド

イチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー他海外子会社を通じ販売しております。なお、一部の製

品につきましては、子会社のインスペックス・インクにおいても製造販売しております。 

（３）その他事業 

子会社の㈱光ケミカル研究所が営む医療用薬剤の研究開発事業及び㈱磐田グランドホテルが営む

ホテル事業が含まれております。 

 

 上記の各事業区分に属する主要な製品の名称につきましては以下のとおりであります。 

事 業 区 分       主 要 な 製 品                          

光電子部品       

光電子増倍管、イメージ機器及び光源（X線イメージインテンシファイア、マイクロチャ

ンネルプレート、ホローカソードランプ、重水素ランプ、ＵＶスポット光源、マイクロフ

ォーカスＸ線源）、光半導体素子（フォトダイオード、赤外線検出素子、イメージセンサ、

発光素子、フォトＩＣ、フォトカプラ） 

計 測 機 器       
画像処理・計測装置（特殊ビデオカメラ、汎用画像処理装置、極微弱光画像計測装置、超

高速測光装置、光学顕微鏡用画像処理装置、非破壊検査装置） 

そ の 他       医療用薬剤の研究開発、ホテル事業 
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当社グループの事業の状況についての概略図は次のとおりであります。 

 

 

 

 

※１ ホトニクス・リサーチ・コーポ 

 
 
 

浜

松

ホ

ト

ニ

ク

ス

株

式

会

社

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（
光

電

子

部

品

・

計

測

機

器

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

） 

※１ ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ 
   ゲー・エム・ベー・ハー 
 
※１ ハママツ・ホトニクス・フランス・ 
   エス・ア・エール・エル 
 
※１ ハママツ・ホトニクス・ユー・ケイ・ 
   リミテッド 
 
※１ ハママツ・ホトニクス・ノルデン・ 
   エイ・ビー 
 
※１ ハママツ・ホトニクス・イタリア・ 
   エス・アール・エル 

※１ ハママツ・コーポレーション 
    （光電子部品・計測機器） 

※１ 北京浜松光子技術有限公司 
        （光電子部品） 

※１ インスペックス・インク 
 
※３ エジンバラ・インスツルメンツ・ 
   リミテッド 

※１ ユニバーサル・スペクトラム・ 
   コーポレーション 

※１ ホトニクス・マネージメント・コーポ 

※１ 高 丘 電 子             ㈱ 
 
※１ ㈱ 光 素             
 
※１ 浜 松 電 子 プ レ ス             ㈱ 
 
※３ 浜 松 光 電             ㈱ 
 
※３ 長 窯             ㈱ 
 

※１ ホトニクス・ハワイ・コーポレーション 
 
※２ スペクトロ・ソリューションズ・ 
   アー・ゲー 
 
※３ ハママツ／クィーンズ・ＰＥＴ・ 
   イメージング・センター 
 
※４ メントール・マリン・インク 

※１ ㈱ 光 ケ ミ カ ル 研 究 所             
 
※１ ㈱ 磐 田 グ ラ ン ド ホ テ ル             

海外販売会社（光電子部品・計測機器）                     

米 国 持 株 会 社             

海 外 そ の 他             

国 内 そ の 他             

海 外 役 務 提 供 会 社 （ 市 場 調 査 ）                     

海 外 製 造 販 売 会 社             

海 外 製 造 販 売 会 社 （ 計 測 機 器 ）                     

海外物品販売会社（光電子部品・計測機器）

国 内 製 造 販 売 会 社 （ 光 電 子 部 品 ）                     

（注）※１ 連結子会社 

   ※２ 非連結子会社 

   ※３ 持分法適用関連会社 

   ※４ 持分法非適用関連会社 

 

役務 

役務 

製品・原材料 

原材料

製品 

原材料

原材料

原材料または 
加工部品 

製品・原材料 

原材料または 
加工部品 
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２．経 営 方 針        
 

（１）経営の基本方針 

当社は、光検出器、光源及び画像技術等の基礎技術において、世界に通じるトップレベルの製品を造

ることで光子光学（ホトニクス）の応用技術の開発とその応用技術を用いた新しい光産業の創出を目指

しております。しかしながら、人類の光に対する知識、技術は非常に小さく、未知の分野はほとんど無

限にあると言っても過言ではありません。２１世紀において、世界に向けて人類未知の情報を発信する

企業を目指す当社にとり、利益は真の価値の蓄積を意味し、また、それは新しい知識を意味するものと

考えております。当社は、光の未知な分野の開発を進めることで、光についての新しい知識を創造し、

その成果をもって２１世紀における新しい光産業を構築し、人類に貢献することを基本理念としており

ます。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、研究開発型企業を志向しており、将来にわたり競争力を維持し、成長を図るためには、積極

的な研究開発投資が必要であります。さらに、業績向上のため生産及び販売力の維持、強化を目的とす

る、設備の新設、更新などの投資も必要であります。 

当社の利益配当につきましては、株主各位への安定した利益還元と企業体質の充実・強化を目的とし

た内部留保の充実とのバランスを考慮しながら行ってまいりたいと考えております。 

内部留保金につきましては、経営基盤の強化を図るとともに、今後の事業拡大のために有効投資する

ことで、業績の向上に努める所存であります。 

 

（３）会社が対処すべき課題 

当社は、光についての新しい知識を創造し、光技術を発展させ、光産業を隆盛にし、以って全世界人

類を真の健康にするために、バイオ、医療、情報、通信、エネルギー、物質、宇宙・天文、農業等の分

野において、引続き基礎研究・応用研究を推進するとともに、主要製品であります光電子増倍管、イメ

ージ機器及び光源、光半導体素子、画像処理・計測装置の性能向上、品質向上に努力するとともに、こ

れら主要製品を用いて新たな応用分野を開拓してまいります。さらに、企業にとって真の新しい知識は

利益の源泉であるとの認識のもと、新しい光産業の構築により、大量生産を視野に入れた技術開発、市

場開発を積極的に行なうことで、将来の業容の拡大を目指し、引続き人類未知未踏の分野に挑戦してま

いります。 
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３．経 営 成 績        
 

（１）当期の概況 

当期のわが国の経済は、企業収益、設備投資ともに低水準で推移するとともに、個人消費も厳しい雇用、

所得環境のもと依然として停滞いたしました。また、期の後半からは米国経済の先行き不安が高まり、世界

的に株式市場が低迷するなど、全般的に厳しさを増す環境のなかで推移いたしました。 

このような状況におきまして、当社は新産業の創出を目指した研究開発を推進するとともに、新製品の投

入による新たな市場の開拓、独自の技術力を活かした高性能・高付加価値製品の提供を積極的に進めること

で、利益の確保に全社をあげて努力してまいりました結果、売上高は６０，６５６百万円と、前期に比べ、

１，９６２百万円（３．１％）の減少となり、利益面につきましても、経常利益は６，２５１百万円と前期

に比べ２，６３５百万円（２９．７％）減少し、当期純利益は、２，９７６百万円と前期に比べ５２９百万

円（１５．１％）の減少となりました。 

 

（２）セグメント別の状況（売上高につきましては、セグメント間の売上高を含んでおります。） 

① 事業区分別の販売状況 

ａ．光電子部品事業 

光電子増倍管は、半導体検査装置を始めとした産業分野および分析分野における売上げが減少しまし

たものの、主にガンマカメラ用およびＰＥＴ（ポジトロンエミッショントモグラフィー）用などの医用

分野において堅調に推移いたしました。 

イメージ機器および光源では、医用分野向けの高精細Ｘ線イメージインテンシファイアおよびＸ線シ

ンチレータ付ファイバオプティックプレートが売上げを伸ばしました。しかしながら、マイクロフォー

カスＸ線源が半導体業界における設備投資抑制の影響を大きく受け売上げが減少したことに加え、ＵＶ

スポット光源も売上げが低迷いたしました。 

光半導体素子は、Ｘ線ＣＴなどの医用分野およびＣＤ－ＲＷ等の情報機器分野におきましてシリコン

フォトダイオードおよびフォトＩＣが順調に売上げを伸ばすとともに、新たに非破壊検査装置向けのイ

メージセンサ、自動車向けフォトＩＣが売上げに寄与してまいりました。しかしながら、ＩＴ関連業界

の在庫調整の影響を受けて光通信用のインジウムガリウム砒素フォトダイオードの売上高が大きく減

少いたしました。 

この結果、売上高は４８，７８３百万円（前期比１．７％減）、営業利益は１３，４４５百万円（前

期比１２．６％減）となりました。 

ｂ．計測機器事業 

デジタルカメラが欧米を中心に堅調な売上げを見せ、異物検査等に用いられるＸ線ラインセンサも売

上げを伸ばしました。しかしながら、ＩＴ関連不況に伴う国内外の設備投資抑制の影響を大きく受けた

ことにより、半導体検査装置および画像処理装置等の売上げが大きく減少したことに加え、バイオ分野、

光情報分野における売上げも減少いたしました。 

この結果、売上高は１１，８０３百万円（前期比７．８％減）、営業利益は８６５百万円（前期比 

３２．２％減）となりました。 
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ｃ．その他事業 

その他事業につきましては、売上高は７２２百万円（前期比２７．８％減）、営業損失は１７７百万

円（前期は営業利益６３百万円）となりました。 

 

② 所在地別セグメントの販売状況 

国内では、アジア向け輸出を中心に、シリコンフォトダイオードが医用分野において堅調に売上げを伸ば

したものの、光通信用インジウムガリウム砒素フォトダイオードが、ＩＴ関連業界の在庫調整に伴う設備投

資抑制、またＵＶスポット光源及びマイクロフォーカスＸ線源が、半導体業界における設備投資抑制の影響

を大きく受けるなど、光電子部品の売上げが大きく減少しました。また、計測機器においても、半導体検査

装置等の売上げが減少しました。この結果、売上高５１，３３４百万円（前期比４．６％減）、営業利益 

１１，９６５百万円(前期比１７．２％減)となりました。 

北米は、光通信等の分野におけるインジウムガリウム砒素フォトダイオードなどの売上げは減少したもの

の、ＰＥＴ用など医用分野における光電子増倍管及び半導体ウエハ検査装置の売上げが増加したことなどに

より、売上高は増加しております。この結果、売上高１６，３７５百万円（前期比０．２％増）、営業利益

４２９百万円（前期比５２．８％減）となりました。 

欧州は、光通信分野及び産業用機器分野向けの売上げが減少したものの、学術研究分野向けなどの光半導

体素子及び光電子増倍管の売上げが堅調に推移したことに加え、海外子会社の売上高を換算する対ユーロの

為替相場が円安となったことなどにより、売上高は増加しております。この結果、売上高１０，０８４百万

円（前期比３．６％増）、営業利益１，１６１百万円（前期比８．２％減）となりました。 

その他の地域では、売上高５２７百万円（前期比９３．８％増）、営業利益６０百万円（前期比 

１２７．１％増）となりました。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは１０，２６４百万円となりました。税金等調整前当期純利益

は前期より若干減少しましたが、法人税等の支払額の減少などにより、前期と比較して、２，８４８百万円

の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出などにより△８，９６７百万円とな

りました。前期と比較しますと、定期預金（３ヶ月超）の取崩および有形固定資産取得の減少などにより、

５，８６０百万円の支出減となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、前期においては、設備資金に充当するための転換社債の

発行などにより、１８，４７３百万円の資金の増加でありましたが、当期においては、借入金の返済などに

より△２，６７５百万円となりました。 

以上により、当期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べて１，２９６百万円減少し、 

２３，３８６百万円となりました。 
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（４）次期の見通し 

次期につきましては、景気は輸出を中心として緩やかながら回復基調をたどることが期待されております

ものの、米国経済の先行き不安や世界的な株式市場の動向などの不透明感に加え、企業収益の停滞および個

人の消費マインドの冷え込みが長期化するなど、明確な景気回復のシナリオは見えず、当社をとりまく経営

環境は依然厳しい状況にあると認識しております。 

このような環境のなか、当社といたしましては、引続き基礎研究・応用研究を推進し、主要製品でありま

す光電変換管、光半導体素子、画像処理・計測装置の性能向上、品質向上にさらに傾注し、新たな産業分野

を自ら切り拓くべく努力してまいります。 

次期の業績予想は次のとおりであります。 

 

平成１５年９月期（平成１４年１０月１日～平成１５年９月３０日） 

(1) 連結業績予想 

（単位：百万円） 

  期 別    
項 目    

中 間 期       
前 期 比     

通 期       
前 期 比     

売 上 高       ３２，４００  ５．８％ ６７，８００ １１．８％ 
営 業 利 益       ３，２００ △２．５％ ７，１００ ２０．８％ 
経 常 利 益       ３，２００ △１２．３％ ７，２００ １５．２％ 
当期純利益       １，７００ ６．３％ ４，０００ ３４．４％ 

 

(2) 単独業績予想 

（単位：百万円） 

  期 別    
項 目    

中 間 期       
前 期 比     

通 期       
前 期 比     

売 上 高       ２７，６００ １０．３％ ５６，６００ １１．９％ 
営 業 利 益       ２，４００ ４．６％ ４，８００ ８．３％ 
経 常 利 益       ２，８００ △８．５％ ５，２００ ０．３％ 
当期純利益       １，５００ ３．６％ ２，８００  ９．９％ 

 

(3) 次期の利益配分に関する見通し 

当社の次期配当金については、次期の業績及び資金需要などを勘案し、１株当たり年間配当を１０円（う

ち中間配当５円）とさせていただく予定であります。 
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４．連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

当   期 
(平成 14 年９月 30 日) 

前   期 
(平成 13 年９月 30 日) 

増 減       
期 別    

 

科 目    金 額      構成比 金 額      構成比 増 減 額      増減率 

  ％  ％  ％ 

 【資 産 の 部      】       

Ⅰ流 動 資 産         58,151 50.6 60,158 52.7 △ 2,006 △ 3.3 

 1.現 金 及 び 預 金            24,482  27,364  △ 2,881  

 2.受取手形及び売掛金            17,268  17,140  128  

 3.た な 卸 資 産            13,040  13,046  △ 5  

 4.繰 延 税 金 資 産            1,508  1,093  415  

 5.そ の 他            1,995  1,604  390  

 6.貸 倒 引 当 金            △ 143  △ 89  △ 53  

       

Ⅱ固 定 資 産         56,767 49.4 53,972 47.3 2,794 5.2 

 (1)有 形 固 定 資 産         47,977 41.7 46,027 40.3 1,950 4.2 

 1.建 物 及 び 構 築 物            20,514  19,227  1,287  

 2.機械装置及び運搬具            9,281  7,028  2,252  

 3.工具、器具及び備品            3,729  3,668  60  

 4.土 地            12,884  12,865  19  

 5.建 設 仮 勘 定            1,567  3,237  △ 1,670  

       

 (2)無 形 固 定 資 産         531 0.5 627 0.6 △ 95 △15.2 

       

 (3)投資その他の資産 8,257 7.2 7,317 6.4 939 12.8 

 1.投 資 有 価 証 券            2,032  2,395  △ 363  

 2.長 期 貸 付 金            45  45  △ 0  

 3.投 資 不 動 産 等            1,182  524  657  

 4.繰 延 税 金 資 産            3,968  3,443  525  

 5.そ の 他            1,045  923  122  

 6.貸 倒 引 当 金            △ 17  △ 15  △ 2  

       

資 産 合 計           114,919 100.0 114,131 100.0 787 0.7 
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（単位：百万円） 

当   期 

(平成 14 年９月 30 日) 

前   期 

(平成 13 年９月 30 日) 
増 減       

期 別    

 

科 目    金 額      構成比 金 額      構成比 増 減 額      増減率 

  ％  ％  ％ 

 【負 債 の 部      】       

Ⅰ流 動 負 債         25,383 22.1 24,045 21.1 1,337 5.6 

 1.支払手形及び買掛金            7,798  7,985  △ 186  

 2.短期借入金（一年以内返済 
  予定長期借入金含む） 

7,322  5,864  1,457  

 3.一年以内償還転換社債            415  ―  415  

 4.未 払 法 人 税 等            1,188  1,086  102  

 5.製 品 保 証 引 当 金            102  86  15  

 6.賞 与 引 当 金            2,109  1,993  115  

 7.設 備 購 入 支 払 手 形            2,397  3,111  △ 714  

 8.そ の 他            4,050  3,917  132  

Ⅱ固 定 負 債         38,315 33.3 41,573 36.4 △ 3,257 △ 7.8 

 1.転 換 社 債            19,456  20,063  △ 607  

 2.長 期 借 入 金            9,360  12,831  △ 3,471  

 3.繰 延 税 金 負 債            78  72  6  

 4.退 職 給 付 引 当 金            8,547  8,164  383  

 5.役員退職慰労引当金            868  438  430  

 6.そ の 他            4  4  0  

       

負 債 合 計           63,699 55.4 65,619 57.5 △ 1,920 △ 2.9 

       

 【少数株主持分】       

 少 数 株 主 持 分         456 0.4 409 0.4 47 11.7 

       

 【資 本 の 部      】       

Ⅰ資 本 金         15,700 13.7 15,604 13.6 96 0.6 

Ⅱ資 本 準 備 金         15,415 13.4 15,320 13.4 95 0.6 

Ⅲ連 結 剰 余 金         20,365 17.7 18,117 15.9 2,247 12.4 

Ⅳその他有価証券評価差額金 △ 9 △0.0 △ 24 △0.0 14 59.1 

Ⅴ為替換算調整勘定 △ 706 △0.6 △ 915 △0.8 209 22.9 

Ⅵ自 己 株 式         △ 3 △0.0 △ 0 △0.0 △ 2 △3579.6 

       

資 本 合 計           50,763 44.2 48,102 42.1 2,660 5.5 

負債、少数株主持分           

及 び 資 本 合 計           
114,919 100.0 114,131 100.0 787 0.7 
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（２）連結損益計算書 
（単位：百万円） 

 当   期   前   期  

(
自 平成13年10月１日 
至 平成14年９月30日 

) (
自 平成12年10月１日 
至 平成13年９月30日 

) 
増   減 

期 別    

 

科 目    金 額      百分比 金 額      百分比 増 減 額      増減率 

  ％  ％  ％ 

 Ⅰ売 上 高           60,656 100.0 62,619 100.0 △ 1,962 △ 3.1 

 Ⅱ売 上 原 価           30,217 49.8 30,360 48.5 △ 143 △ 0.5 

  売 上 総 利 益 30,439 50.2 32,258 51.5 △ 1,819 △ 5.6 

 Ⅲ販売費及び一般管理費 24,562 40.5 23,536 37.6 1,026 4.4 

  営 業 利 益 5,876 9.7 8,722 13.9 △ 2,846 △ 32.6 

 Ⅳ営 業 外 収 益           887 1.5 1,231 2.0 △ 344 △ 28.0 

 1.受取利息及び配当金            114  345  △ 231  

 2.固 定 資 産 賃 貸 収 入            157  163  △ 6  

 3.投資不動産等賃貸収入            257  249  8  

 4.為 替 差 益            172  190  △ 17  

 5.持分法による投資利益            27  29  △ 2  

 6.その他の営業外収益            158  254  △ 95  

 Ⅴ営 業 外 費 用           511 0.9 1,066 1.7 △ 555 △ 52.0 

 1.支 払 利 息            396  447  △ 51  

 2.投資不動産等に係る諸費用 115  116  △ 1  

 3.社 債 発 行 費            ―  457  △ 457  

 4.その他の営業外費用            0  45  △ 45  

  経 常 利 益 6,251 10.3 8,887 14.2 △ 2,635 △ 29.7 

 Ⅵ特 別 利 益           4 0.0 101 0.2 △ 96 △ 95.4 

 1.固 定 資 産 売 却 益            4  5  △ 1  

 2.貸 倒 引 当 金 戻 入 額            ―  43  △ 43  

 3.補 助 金 収 入            ―  52  △ 52  

 Ⅶ特 別 損 失           966 1.6 3,685 5.9 △ 2,718 △ 73.8 

 1.固定資産売却及び除却損 226  275  △ 49  

 2.投資有価証券評価損            365  2,041  △ 1,675  

 3.過年度役員退職慰労引当金繰入額 364  365  △ 1  

 4.固 定 資 産 圧 縮 損            ―  4  △ 4  

 5.投資有価証券売却損            ―  41  △ 41  

 6.退職給付会計基準変更時差異 ―  956  △ 956  

 7.そ の 他 の 特 別 損 失            10  ―  10  

  税金等調整前当期純利益 5,289 8.7 5,303 8.5 △ 13 △ 0.3 

  法人税、住民税及び事業税 3,249 5.3 3,436 5.5 △ 186 △ 5.4 

  法 人 税 等 調 整 額 △ 926 △1.5 △ 1,668 △2.7 741 44.5 

  少 数 株 主 利 益 △ 9 △0.0 28 0.1 △ 38 △134.5 

  当 期 純 利 益 2,976 4.9 3,506 5.6 △ 529 △ 15.1 
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（３）連結剰余金計算書 
 （単位：百万円） 

 当    期   前    期              期 別     
 
 科 目    

( 
自 平成 13 年 10 月１日 

至 平成 14 年９月 30 日 
) ( 
自 平成 12 年 10 月１日 

至 平成 13 年９月 30 日 
) 

      

 Ⅰ連 結 剰 余 金 期 首 残 高              18,117  15,216 

 Ⅱ連 結 剰 余 金 増 加 高                 

    持分法適用会社減少による増加高 6 6 ― ― 

 Ⅲ連 結 剰 余 金 減 少 高                 

  1.配 当 金             675  547  

  2.役 員 賞 与             58  57  

  3.従 業 員 奨 励 福 祉 基 金             2 735 ― 605 

 Ⅳ当 期 純 利 益              2,976  3,506 

 Ⅴ連 結 剰 余 金 期 末 残 高              20,365  18,117 

      

 



（４）連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当　　　　期 前　　　　期
自　平成13年10月１日 自　平成12年10月１日
至　平成14年９月30日 至　平成13年９月30日

金　　　　額 金　　　　額

Ⅰ． 営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,289   5,303   
減 価 償 却 費 6,590   5,236   
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 44   44   
貸 倒 引 当 金 の 増 （ 減 ） 額 53   △ 66   
賞 与 引 当 金 の 増 （ 減 ） 額 112   △ 302   
退 職 給 与 引 当 金 の 増 （ 減 ）額 ―   △ 7,000   
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 383   8,164   
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加額 430   438   
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 114   △ 345   
支 払 利 息 396   447   
為 替 差 損 益 25   △ 145   
社 債 発 行 費 ―   457   
持分法による投資（利益）損失 △ 27   △ 29   
有 形 固 定 資 産 除 却 損 179   275   
投 資 有 価 証 券 評 価 損 365   2,041   
売 上 債 権 の （ 増 ） 減 額 113   742   
た な 卸 資 産 の （ 増 ） 減 額 169   △ 1,766   
仕 入 債 務 の 増 （ 減 ） 額 △ 465   △ 654   
役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 60   △ 59   
そ の 他 235   △ 108   

小　　　　　計 13,723   12,672   
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 122   350   
利 息 の 支 払 額 △ 407   △ 432   
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 3,174   △ 5,174   
営業活動によるキャッシュ・フロー 10,264   7,415   

Ⅱ． 投資活動によるキャッシュ・フロー
定 期 預 金 の （ 増 ） 減 額 1,585   △ 1,146   
有形固定資産の取得による支出 △ 9,515   △ 12,101   
有形固定資産の売却による収入 85   12   
無形固定資産の取得による支出 △ 230   △ 191   
投資有価証券の取得による支出 △ 59   △ 1,301   
投資有価証券の売却による収入 ―   60   
投資不動産等の取得による支出 △ 748   △ 126   
そ の 他 △ 85   △ 33   
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 8,967   △ 14,827   

Ⅲ． 財務活動によるキャッシュ・フロー
短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △ 1,032   △ 198   
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 2,135   2,281   
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支出 △ 3,160   △ 2,609   
転 換 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ―   19,542   
親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払額 △ 675   △ 541   
そ の 他 57   △ 1   
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,675   18,473   

Ⅳ． 現金及び現金同等物に係る換算差額 81   375   

Ⅴ． 現金及び現金同等物の増加額 △ 1,296   11,436   

Ⅵ． 現金及び現金同等物の期首残高 24,682   13,187   

Ⅶ． 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高 ―   59   

Ⅷ． 現金及び現金同等物の期末残高 23,386   24,682   

（ ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目
（ ）

12
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社数  １７社 

    主要会社名  ハママツ・コーポレーション 

           ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー 

           ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・エル 

     （新規）   ０社 

 （２）非連結子会社数 １社 スペクトロ・ソリューションズ・アー・ゲー 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の関連会社数 ４社 エジンバラ・インスツルメンツ・リミテッド他 

     （除外）      １社 ㈱分子バイオホトニクス研究所 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

   連結子会社の決算日は、北京浜松光子技術有限公司及び㈱磐田グランドホテルを除いて、すべて連結

決算日と一致しております。北京浜松光子技術有限公司につきましては、決算日は 12 月 31 日であり

ますが、６月30 日に仮決算を実施したうえ連結財務諸表を作成しております。また、㈱磐田グランド

ホテルにつきましては、決算日は３月 31 日でありますが、９月 30 日に仮決算を実施したうえ連結財

務諸表を作成しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①たな卸資産 

     親会社及び国内連結子会社 ……… 主として総平均法に基づく原価法 

     海外連結子会社 …………………… 主として先入先出法に基づく低価法 

    ②有価証券 

     その他の有価証券 

      時価のあるもの ………………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

                     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定） 

      時価のないもの ………………… 総平均法に基づく原価法 

    ③デリバティブ ……………………… 時価法 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有形固定資産及び投資その他の資産（投資不動産等） 

     親会社及び国内連結子会社 ……… 定率法 

     海外連結子会社 …………………… 定額法 

 （３）重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

     従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 
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    ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

数理計算上の差異につきましては、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１０年）による定額法により、翌期から費用処理することとしております。 

    ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

    ⑤製品保証引当金 

海外連結子会社の一部は、製品販売後に発生する補修費に充てるため、売上高に経験率を乗じた

金額を見積り計上しております。 

 （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めてお

ります。 

 （５）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

    は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 （６）消費税等の会計処理方法 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 （７）ヘッジ会計の方法 

    外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては振当処理を行っております。また、外

貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについては繰延ヘッジ処理を行っております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。但し、重要性の乏しいものについては、発生年度 

   に全額を償却しております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成してお

ります。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
 

（連結貸借対照表関係） 
                            当  期          前  期   

 １．有形固定資産の減価償却累計額                  50,303 百万円 45,231 百万円 

 ２．自 己 株 式 の 数                  1,077 株 14 株 

 ３．無形固定資産に含まれる連結調整勘定の額 133 百万円 177 百万円 

 ４．担 保 に 供 し て い る 資 産                  

                            当  期          前  期   

     土 地              5,216 百万円 5,551 百万円 

     建 物 及 び 構 築 物              2,748  3,441 

     機 械 装 置 及 び 運 搬 具              190  281 

     工 具 、 器 具 及 び 備 品              21  19 

    上記に係る債務 

     短 期 借 入 金              434 百万円 629 百万円 

     一年以内返済予定長期借入金 340  383 

     長 期 借 入 金              2,732  2,960 

 ５．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、前連結会

計年度末日が金融機関の休日であったため、「受取手形及び売掛金」に含まれている期末日満期手形は

次のとおりであります。 

                            当  期          前  期   

     受 取 手 形 及 び 売 掛 金              ― 百万円 325 百万円 

 

（連結損益計算書関係） 
                            当  期          前  期   

 １．研 究 開 発 費 の 総 額                  

  販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 7,872 百万円 7,485 百万円 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 １．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                            当  期          前  期   

  現 金 及 び 預 金 勘 定                   24,482 百万円 27,364 百万円 

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金                   △ 1,095 百万円  △ 2,681 百万円  

     現 金 及 び 現 金 同 等 物              23,386 百万円 24,682 百万円 

 

 ２．重要な非資金取引の内容 

                            当  期          前  期   

  転換社債の転換による資本金増加額                   96 百万円 969 百万円 

  転換社債の転換による資本準備金増加額                        95 百万円      968 百万円  

     転換による転換社債減少額              191 百万円 1,937 百万円 
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（リース取引関係） 
 
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

                            当  期          前  期   

  「機械装置及び運搬具」 

   取 得 価 額 相 当 額              6 百万円 6 百万円 

   減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              5 百万円 2 百万円 

   期 末 残 高 相 当 額              1 百万円 4 百万円 

 

  「工具、器具及び備品」 

   取 得 価 額 相 当 額              363 百万円 318 百万円 

   減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              278 百万円 223 百万円 

   期 末 残 高 相 当 額              85 百万円 95 百万円 

   （注）取得価額相当額の算定は、支払利子込み法によっております。 

 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 

                            当  期          前  期   

   １ 年 以 内           44 百万円 49 百万円 

   １ 年 超               41 百万円     49 百万円  

   合 計           86 百万円 99 百万円 

   （注）未経過リース料期末残高相当額の算定は、支払利子込み法によっております。 

 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

                            当  期          前  期   

   支 払 リ ー ス 料           56 百万円 76 百万円 

   減 価 償 却 費 相 当 額           56 百万円 76 百万円 

 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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（税効果会計関係） 
 

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                           当  期          前  期   

  繰延税金資産 

   退 職 給 付 引 当 金 限 度 超 過 額 2,248 百万円 1,897 百万円 

   有 価 証 券 評 価 差 額                 977  1,199 

   賞 与 引 当 金 限 度 超 過 額                 557  292 

   減 価 償 却 費 限 度 超 過 額                 506  343 

   た な 卸 資 産 等 の 未 実 現 利 益                 403  442  

   役員退職慰労引当金限度超過額                 357  180 

   未 払 金 ・ 未 払 費 用                 107  96 

   未 払 事 業 税 否 認 額                 98  84 

   そ の 他                       312          201    

  繰延税金資産合計 5,568    4,738 

  繰延税金負債との相殺 △     91    △    202    

  繰延税金資産の純額 5,477  4,536 

 

  繰延税金負債 

   特 別 償 却 準 備 金                   91 百万円 137 百万円 

   そ の 他                     78          137    

  繰延税金負債合計 170  274 

  繰延税金資産との相殺 △     91    △    202    

  繰延税金負債の純額      78  72 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な要因 

                           当  期          前  期   

  法定実効税率 41.12 ％ 41.12 ％ 

  （調整） 

   交際費等永久に損金算入されない項目 1.09  1.52 

   受取配当金等永久に益金算入されない項目 △  0.10  △  0.11 

   税額控除 △  1.50  △  3.60  

   受取配当金等の連結消去に伴う影響 3.44  1.31  

   持分法による投資損益 △  0.02  △  0.31  

   非上場有価証券一時差異認識 △  0.53  △  6.97  

   その他      0.41          0.38     

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.91 ％ 33.34 ％ 
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５．セグメント情報 
 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

  当期（自 平成 13 年 10 月１日 至 平成 14 年９月 30 日） （単位：百万円） 

 光電子部品 計 測 機 器      そ の 他      計 消去又は全社 連 結      

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益              

  売 上 高         

 (1) 外部顧客に対する売上高             

   セ グ メ ン ト 間 の             
 (2)  
   内部売上高または振替高             

 
 

48,169 

 
613 
 

 
 

11,764 

 
38 
 

 
 
722 

 
─ 
 

 
 

60,656 

 
652 
 

 
 
─ 

 
(    652) 

 

 
 

60,656 

 
― 
 

計 48,783 11,803 722 61,309 (    652) 60,656 

  営 業 費 用         35,337 10,937 900 47,175 7,604 54,780 

  営 業 利 益         13,445 865 △ 177 14,133 (  8,257) 5,876 

  資 産 、 減 価 償 却 費              
Ⅱ  
  及 び 資 本 的 支 出              

  資 産         

 
 
 

65,828 

 
 
 

16,743 

 
 
 

2,442 

 
 
 

85,013 

 
 
 

29,905 

 
 
 

114,919 

  減 価 償 却 費         4,318 939 95 5,353 1,145 6,499 

  資 本 的 支 出         6,818 1,497 10 8,326 325 8,651 

 

  前期（自 平成 12 年 10 月１日 至 平成 13 年９月 30 日） （単位：百万円） 

 光電子部品 計 測 機 器      そ の 他      計 消去又は全社 連 結      

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益              

  売 上 高         

 (1) 外部顧客に対する売上高             

   セ グ メ ン ト 間 の             
 (2)  
   内部売上高または振替高             

 
 

48,853 

 
752 
 

 
 

12,765 

 
38 
 

 
 

1,000 

 
― 
 

 
 

62,619 

 
790 
 

 
 
─ 

 
(    790) 

 

 
 

62,619 

 
― 
 

計 49,605 12,803 1,000 63,409 (    790) 62,619 

  営 業 費 用         34,219 11,526 936 46,683 7,213 53,896 

  営 業 利 益         15,385 1,277 63 16,726 (  8,004) 8,722 

  資 産 、 減 価 償 却 費              
Ⅱ  
  及 び 資 本 的 支 出              

  資 産         

 
 
 

65,199 

 
 
 

20,731 

 
 
 

2,871 

 
 
 

88,802 

 
 
 

25,328 

 
 
 

114,131 

  減 価 償 却 費         3,267 690 101 4,060 1,094 5,155 

  資 本 的 支 出         9,258 1,323 16 10,598 3,295 13,894 

（注）１．事業区分の方法 

     事業区分は、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づいております。 

   ２．各事業区分に属する主要な製品の名称は、「１．企業集団の状況」に記載しております。 

３．前期及び当期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、それぞれ 7,659

百万円、7,960百万円であり、主として親会社の基礎的研究費及び総務、経理部門等の全社的管理費用でありま

す。 

４．前期及び当期における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、それぞれ、25,328百万円

29,905百万円であり、その主なものは、親会社の余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）、

及び基礎的研究部門に係る資産であります。 

５．減価償却費には、長期前払費用の償却費が含まれており、資本的支出には、長期前払費用の増加額が含まれてお

ります。 
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（２）所在地別セグメント情報 

 

  当期（自 平成 13 年 10 月１日 至 平成 14 年９月 30 日） （単位：百万円） 

 日 本      北 米      欧 州      そ の 他      計 消去又は全社 連 結      

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高             

 (2) セグメント間の内部売上高 

 

 

35,112 

16,221 

 

 

15,359 

1,015 

 

 

10,032 

52 

 

 

151 

375 

 

 

60,656 

17,665 

 

 

─ 

(  17,665) 

 

 

60,656 

─ 

計 51,334 16,375 10,084 527 78,321 (  17,665) 60,656 

  営 業 費 用           39,369 15,946 8,922 467 64,705 (   9,925) 54,780 

  営 業 利 益           11,965 429 1,161 60 13,616 (   7,740) 5,876 

Ⅱ 資 産           75,139 9,884 5,829 804 91,658 23,260 114,919 

 

  前期（自 平成 12 年 10 月１日 至 平成 13 年９月 30 日） （単位：百万円） 

 日 本      北 米      欧 州      そ の 他      計 消去又は全社 連 結      

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高             

 (2) セグメント間の内部売上高 

 

 

37,643 

16,163 

 

 

15,207 

1,134 

 

 

9,647 

82 

 

 

120 

151 

 

 

62,619 

17,532 

 

 

─ 

(  17,532) 

 

 

62,619 

─ 

計 53,807 16,342 9,730 272 80,151 (  17,532) 62,619 

  営 業 費 用           39,350 15,432 8,464 245 63,493 (   9,596) 53,896 

  営 業 利 益           14,456 910 1,265 26 16,658 (   7,935) 8,722 

Ⅱ 資 産           80,199 8,454 5,178 344 94,176 19,954 114,131 

（注）１．国及び地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

     北米 …………… 米国 

     欧州 …………… ドイツ、フランス、イギリス 

     その他 ………… 中国 

   ３．前期及び当期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、それぞれ、 

     7,659百万円、7,960百万円であります。 

   ４．前期及び当期における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、それぞれ、25,328百万円、 

     29,905百万円であります。 
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（３）海外売上高 

 

  当期（自 平成 13 年 10 月１日 至 平成 14 年９月 30 日） （単位：百万円） 

  北 米      欧 州      そ の 他      計 

Ⅰ 海外売上高 16,025 9,908 6,062 31,996 

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 60,656 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

26.42％ 16.33％ 10.00％ 52.75％ 

 

  前期（自 平成 12 年 10 月１日 至 平成 13 年９月 30 日） （単位：百万円） 

  北 米      欧 州      そ の 他      計 

Ⅰ 海外売上高 15,949 9,579 5,089 30,618 

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 62,619 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合（％） 

25.47％ 15.30％ 8.13％ 48.90％ 

（注）１．国及び地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

     北米 …………… 米国 

     欧州 …………… ドイツ、フランス、イギリス 

     その他 ………… イスラエル、中国、韓国、台湾 
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６．生産、受注及び販売の状況 

 

（１）生産実績 

   （単位：百万円） 

当  期 前  期 
自 平成 13 年 10 月１日 自 平成 12 年 10 月１日 

前期比増減 事 業 の 種 類 別         
セグメントの名称 

至 平成 14 年９月 30 日 至 平成 13 年９月 30 日 増減額 増減率 

光 電 子 部 品         47,719 49,815 △ 2,095 △ 4.2% 

計 測 機 器         11,370 13,361 △ 1,991 △14.9% 

そ の 他         ― ― ― ― 

  合  計 59,089 63,176 △ 4,086 △ 6.5% 

（注）上記金額は販売価格で算出しており、消費税等は含まれておりません。 

 

 

（２）受注状況 

 当社グループは主に見込生産を行なっているため、受注状況の記載を省略しております。 

 

 

（３）販売実績 

     （単位：百万円） 

当  期 前  期  
自 平成 13 年 10 月１日 自 平成 12 年 10 月１日 前期比増減 
至 平成 14 年９月 30 日 至 平成 13 年９月 30 日  

事 業 の 種 類 別         
セグメントの名称 

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 増減率 

 国 内 21,324 44.3% 23,554 48.2% △ 2,229 △9.5% 

光電子部品       海 外 26,845 55.7% 25,299 51.8% 1,546 6.1% 

 計 48,169 79.4% 48,853 78.0% △ 683 △1.4% 

 国 内 6,638 56.4% 7,687 60.2% △ 1,049 △13.6% 

計 測 機 器       海 外 5,125 43.6% 5,077 39.8% 47 0.9% 

 計 11,764 19.4% 12,765 20.4% △ 1,001 △7.8% 

 国 内 697 96.5% 758 75.8% △ 60 △8.0% 

そ の 他       海 外 25 3.5% 242 24.2% △ 217 △89.7% 

 計 722 1.2% 1,000 1.6% △ 278 △27.8% 

 国 内 28,660 47.3% 32,000 51.1% △ 3,339 △10.4% 

 合  計 海 外 31,996 52.7% 30,618 48.9% 1,377 4.5% 

 計 60,656 100.0% 62,619 100.0% △ 1,962 △3.1% 

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。 
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７．有価証券 
 
 
当期（平成 14 年９月 30 日現在） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
                                      （単位：百万円） 

 取 得 原 価       連結貸借対照表計上額 差 額       

  (1) 株    式       1,300 1,283 △  16 

  (2) 債    券       ― ― ― 

  (3) そ  の  他       ― ― ― 

   合    計       1,300 1,283 △  16 

 
２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  その他有価証券 
   非上場株式  749 百万円 
 
 
前期（平成 13 年９月 30 日現在） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの 
                                      （単位：百万円） 

 取 得 原 価       連結貸借対照表計上額 差 額       

  (1) 株    式       1,615 1,574 △  41 

  (2) 債    券       ― ― ― 

  (3) そ  の  他       ― ― ― 

   合    計       1,615 1,574 △  41 

 
２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  その他有価証券 
   非上場株式  821 百万円 
 
 
 
 
 

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 

デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため開示の対象から除いております。 
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９．退職給付関係 
 

 

１．採用している退職給付制度 

  適格退職年金制度及び退職一時金制度 

 

２．退職給付債務等の内容 

(1) 退職給付債務及びその内訳 

                       当  期            前  期   

   退 職 給 付 債 務         △ 13,326 百万円 △ 11,591 百万円 

   年 金 資 産         3,526  3,100  

   未認識数理計算上の差異        1,252              326        

   退職給付引当金         △ 8,547  △ 8,164  

 

(2) 退職給付費用の内訳 

                       当  期            前  期   

   勤 務 費 用         △ 701 百万円 △ 664 百万円 

   利 息 費 用         △ 343  △ 324  

   期 待 運 用 収 益         29  29  

   数理計算上の差異の費用処理額 △ 32  ―  

   会計基準変更時差異の費用処理額         ―           △ 956        

   退 職 給 付 費 用         △ 1,047  △ 1,915  

 

(3) 退職給付債務等の計算基礎 

                       当  期            前  期   

   割引率 2.5 ％ 3.0 ％ 

   期待運用収益率 1.0 ％ 1.0 ％ 

   退職給付見込額の期間配分方法      期間定額基準          期間定額基準 

   数理計算上の差異の処理年数         １０年             １０年 

   （定額法により、翌期から費用処理することとしております。） 
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10．関連当事者との取引 

 
当連結会計年度（平成 13 年 10 月１日～平成 14 年９月 30 日） 
１．役員及び個人株主等 

（単位：百万円） 
氏 名     職 業       議決権等の被所有割合 

晝 馬 輝 夫       
当社代表取締役社長 
財団法人 光科学技術研究振興財団 理事長 

直接  2.82％ 

取 引 内 容     （種類対象等） 取 引 金 額       科 目       期 末 残 高       
営 業 取 引       売 上 高         

製品代金の前受け 
財団法人 光科学技術研究振興財団 
に対する寄付金 
業 務 受 託 収 入         

123 
6 
 
88 
14 

売掛金 
前受金 

 
― 
未収入金 

34 
6 
 
― 
3 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
（１）当社製品の販売価格につきましては、価格その他取引条件について、当社との関連を有しない他の当事
者と同様の条件によっております。 

（２）寄付金につきましては、その内容を検討したうえ金額を決定しております。 
（３）業務受託収入等につきましては、当社総原価等を考慮して決定しております。 
（注）取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 
 

（単位：百万円） 
氏 名     職 業       議決権等の被所有割合 

晝 馬 輝 夫       
当社代表取締役社長 
株式会社筑波研究コンソーシアム 代表取締役社長 

直接  2.82％ 

取 引 内 容     （種類対象等） 取 引 金 額       科 目       期 末 残 高       
営 業 取 引       業 務 委 託 費         6 ― ― 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
業務委託費につきましては、当該業務に要する人件費及び経費の予想額に基づき双方が協議のうえ決定してお
ります。 
（注）取引金額には消費税等を含んでおりません。 
 

（単位：百万円） 
氏 名     職 業       議決権等の被所有割合 

大 塚 治 司       
当社代表取締役副社長 
企業組合浜松テレビ社 代表理事 

直接  1.51％ 

取 引 内 容     （種類対象等） 取 引 金 額       科 目       期 末 残 高       

営 業 取 引       賃 借 料         1 ― ― 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
賃借料につきましては、近隣の価格を参考にして双方が協議のうえ決定しております。 
（注）取引金額には消費税等を含んでおりません。 
 

（単位：百万円） 
氏 名     職 業       議決権等の被所有割合 

晝馬日出男       
当社常務取締役 
ホトニクス・グループ健康保険組合 理事長 

直接  0.32％ 

取 引 内 容     （種類対象等） 取 引 金 額       科 目       期 末 残 高       

営 業 取 引       業 務 委 託 費         5 ― ― 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
業務委託費につきましては、当該業務に要する人件費及び経費の予想額に基づき双方が協議のうえ決定してお
ります。 
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（単位：百万円） 
氏 名     職 業       議決権等の被所有割合 

晝馬日出男       
当社常務取締役 
株式会社果実非破壊品質研究所 代表取締役副社長 

直接  0.32％ 

取 引 内 容     （種類対象等） 取 引 金 額       科 目       期 末 残 高       

営 業 取 引       売 上 高         4 売 掛 金      1 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
当社製品の販売価格については、価格その他取引条件について、当社との関連を有しない他の当事者と同様の
条件によっております。 
（注）１．取引金額には、消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。 
２．晝馬日出男は、平成１４年６月２８日付で株式会社果実非破壊品質研究所の代表取締役副社長に就任
しております。 

 
（単位：百万円） 

氏 名     職 業       議決権等の被所有割合 

荒 木 隆 司       
当 社 監 査 役        
トヨタ自動車株式会社 代表取締役副社長 

直接  0.00％ 

取 引 内 容     （種類対象等） 取 引 金 額       科 目       期 末 残 高       

営 業 取 引       売 上 高         1 ― ― 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
当社製品の販売価格については、価格その他取引条件について、当社との関連を有しない他の当事者と同様の
条件によっております。 
（注）取引金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

（単位：百万円） 
氏 名     職 業       議決権等の被所有割合 

松 井 昌 憲       
当 社 監 査 役        
東海電子工業協同組合 代表理事 

直接  0.00％ 

鈴 木 志 明       
当 社 取 締 役        
東海電子工業協同組合 代表理事 

直接  0.13％ 

取 引 内 容     （種類対象等） 取 引 金 額       科 目       期 末 残 高       
営業取引以外
の 取 引       

資 金 の 貸 付         
受 取 利 息         

11,700 千円 
321 千円 

長期貸付金 
未 収 入 金      

11,700 千円 
175 千円 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
貸付利息につきましては、プライムレート等を考慮のうえ決定しております。 
（注）１．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 
２．松井昌憲は、平成１３年１１月６日をもちまして東海電子工業協同組合の代表理事を辞任しておりま
す。また、鈴木志明は、同日付で同組合の代表理事に就任しております。 

 


